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１ 定員管理の参考指標
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定員管理の参考指標の役割

地方公共団体の人員配置は行政需要によって決定されるものであり、

人口、地勢条件

地域の経済状況、
団体の財政状況等の社会経済条件

法令に基づく権能、権限等

地域住民の行政に対する要望、
団体の施策の選択

参考指標は、類似する団体間の職員数の状況を客観的に比較することが可能な統計的指標であり、
各団体における “あるべき水準” としての “正しい” 職員数を示すものではない。

参考指標の役割
・定員管理の状況を住民にわかりやすく説明できるツール
・団体内部において部門ごとや全体での比較などマクロ・ミクロでの検討が可能なツール

行政需要
の例

当該行政需要は多様であることから、各団体の職員数を画一的に定めることは困難
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各参考指標の比較
行政内部検討向き

（詳細に多角的な分析が可能）
住民説明向き

（簡素でわかりやすい）

（※）令和７年度改定においては、中核市及び施行時特例市を大くくり化した定員モデルを作成

定員モデル 定員回帰指標 「類似団体別職員数の状況」

地方公共団体への提供状
況（年度）

S58～H16、H22～H24、H28～H30、
R6～R7

H20～H24、H28～H30、R6～R7 S57～

対象部門 一般行政部門 普通会計部門、一般行政部門 普通会計部門、一般行政部門

部門別有無 大分類（団体区分ごとに細分類） ー 大部門、中部門、小部門

手法 多重回帰分析 多重回帰分析 加重平均

説明要素 人口のほか30～40程度 人口、面積 ＊一部の権能差 人口

職員の範囲（権能・業
務）

当該団体のみ 一部事務組合等の職員数を加算（共同処理
業務を反映）

当該団体のみ

団体区分
（人口区分数）

道府県 道府県 道府県（人口10万当たり職員数）

指定都市、中核市及び施行時特例市（※） 指定都市、中核市、施行時特例市、特別区 指定都市、中核市、施行時特例市、
特別区

一般市、町村 一般市、町村 一般市（４）、町村（５）

ー ー 産業構造別（一般市、町村）

試算値の内容 部門ごとの行政需要を表す統計数値（事業所
数、生活保護受給世帯数 等）による試算職
員数（平均職員数）

人口と面積による試算職員数（平均職員
数）

加重平均の職員数

メリット ・部門別の比較分析が可能
・実職員数の説明度合いが高い（乖離小）

・簡素な指標
・指標の意味をつかみやすい
・権能をそろえた全体比較が可能

・簡素な指標
・指標の意味をつかみやすい
・小部門別の比較が可能

デメリット ・複雑な指標
・指標内容の説明が難しい
・説明変数の選択により複数の回帰方程式が
作成可能（１つの式に確定しにくい）

・総数の比較のみ ・加重平均のため、各区分両端に
位置する地方公共団体のブレが
大きい

・一部事務組合等を考慮せず

作成方法 エクセルの分析ツールにより試算式を作成 エクセルの分析ツールにより試算式を作成 類似団体のグループ分けを行い作成
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第10次定員モデルの見直しの概要（平成28～30年度）

①民間委託等を反映した定員モデル式の検討
民間委託による影響を検討し、一般市・町村の衛生部門において、「可燃ごみ収集委託率」を説明変数候補に加えることとした。

②負の相関を示す説明変数の採用
数値が多くなるほど職員数が少なくなるという、負の相関を示す説明変数について、統計的に有意である場合には原則採用すること
とした。

③提供モデル数の減
指定都市・一般市・町村について、「 R２重視モデル」「説明変数重視型モデル」の２パターンのモデルを提供していたが、
複数提示による地方公共団体の混乱を避けるため、「 R２重視モデル」のみの提供とした。

④人口区分の見直し
一般市・町村について、人口規模別に区分して複数モデルを作成していたが、人口規模により担う事務に違いがないため、
一般市・町村をそれぞれ１つにまとめてモデルを作成した。
（第９次モデル：人口区分に合わせ、一般市を４区分、町村を５区分に分けて作成）

⑤データ提供方法等の見直し（参考２、p.24参照）
地方公共団体に対し、定員モデルの算式とレーダーチャートをエクセルファイルでデータ提供することとした。
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第11次定員モデルの見直しの概要（令和６～７年度）
①定員モデルの改定頻度等【R6～】

定員モデルの活用促進の観点から、事務局において、職員数と各説明変数の統計データを直近の数値に置き換えて回帰分析を行い、
最新のデータに基づいて改定した定員モデルを団体に提供することとした。
また、定員モデルの改定及び団体への提供の頻度については、定員モデル提供（※）後、それぞれ３年おきとしつつ、事務局において、
各説明変数の係数の変化（統計的有意水準への到達状況等）を毎年確認し、必要に応じて研究会の開催も検討することとした。
（※）定員モデル提供時期･･･Ｒ６：道府県、Ｒ７：指定都市、中核市及び施行時特例市、Ｒ８：一般市、町村

②さらなる活用に向けた情報提供の方法【R6～】
団体が定員モデルを活用する際に、自団体の試算職員数と実職員数の乖離の状況を分析する際の参考資料として、以下２点を
定員モデルの提供に併せて情報提供することとした。

（１）定員モデルの乖離状況グラフ（参考２、p.24参照）
→自団体の乖離率が他団体と比較してどの水準にあるのか把握可能。

（２）定員モデルと差が発生すると考えられる要因
→団体から聴取した定員モデルと差が発生すると考えられる要因から、自団体の乖離状況の分析の参考とすることが可能。
→過去の調査結果や人事課ヒアリングにより把握した、定員モデルと差が発生すると考えられる要因を改めて情報提供した。

③パネルデータ分析を活用した定員モデルの検証【R6～】
定員モデルは、特定の時点で異なる団体を比較するものであるが、一方、同一の団体の変化を時系列で分析するパネルデータ分析を
活用することで、「ある行政需要が増大すれば各団体は職員数を増やしているのか」という問に対しての因果推論を展開することが
できないか、試行的に検証（※）した。
ただし、技術的課題が複数みられたことから、将来的な実施の可能性について、引き続き研究は継続することとした。

④定員モデルの団体区分の見直し（大くくり化）【R7】
第１１次定員モデル（指定都市、中核市、施行時特例市）においては、指定都市分は従来どおり単独で作成、中核市及び施行時特例市
分の定員モデルは大くくり化して作成することとした。

⑤地方公共団体における定員モデルの活用事例紹介【R7】（参考４、p.36～参照）
定員モデル活用促進の観点から、実際に定員モデルを活用し、自団体の定員管理の現状を分析している事例等を総務省ホームページに
掲載することとした。
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/teiin-kyuuyo01_02.html

（※）道府県モデル及び中核市モデルの一部門（民生部門）を対象にパネルデータ分析を実施
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２ 第11次定員モデルの改定等にあたっての論点（案）
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第11次定員モデルの改定等にあたっての論点（案）
１ 定員モデル改定関係 ＞＞ 令和８年度は一般市分(687)、町村分(926)の定員モデルを改定

① 近年の行政需要の変化等を踏まえた説明変数候補の検討

→説明変数候補については、第10次定員モデルの改定時（平成30年度）において説明変数候補としていた統計データ（p.10～12）を
引き続き活用するとともに、以下の統計データを新規説明変数候補として追加
・近年の行政需要を示すと考えられる統計データ 例：転入超過数（地方創生）、

出生者数（子ども・子育て支援）
・令和元年度に団体から提案のあった職員数への影響があると思われる統計データ 例：空き家数、滞納繰越額
・AI･RPA導入による定員管理への影響を反映できると考えられる統計データ 例：導入コスト
・普通交付税算定方式上の測定単位に活用されている統計データ 例：７５歳以上の人口、１８歳以下の人口

部門 説明変数候補 H30採用

議会・総務 住民基本台帳人口

住民基本台帳世帯数 ○

第１次産業就業者数 ○

第２次産業就業者数

第３次産業就業者数

人口の社会増減（グロス）

人口の自然増減（グロス）

総面積 ○

可住地面積 ○

標準財政規模 ○

【第10次定員モデル説明変数候補（一般市分（１／２））】
部門 説明変数候補 H30採用

税務 住民基本台帳人口

住民基本台帳世帯数 ○

総面積

可住地面積 ○

事業所数 ○

市民税納税義務者数

軽自動車数 ○

固定資産税納税義務者
数（土地） ○

部門 説明変数候補 H30採用

民生 住民基本台帳人口

住民基本台帳世帯数 ○

０～４歳の人口

65歳以上の人口 ○

総面積

生活保護費

社会福祉施設等数（公
営） ○

保育所数（公営） ○

保育所在所児数（公営） ○
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第11次定員モデルの改定等にあたっての論点（案）

部門 説明変数候補 H30採用

衛生 住民基本台帳人口

住民基本台帳世帯数

第１次産業就業者

第２次産業就業者

第３次産業就業者

０～４歳の人口

６５歳以上の人口 ○

総面積 ○

衛生費 ○

ごみ収集量 ○

直営ごみ収集量 ○

し尿収集量

直営し尿収集量

可燃ごみ収集委託率

部門 説明変数候補 H30採用

経済 住民基本台帳人口

第１次産業就業者数

第２次産業就業者数

第３次産業就業者数

総面積 ○

経営耕地面積

許可・届出に係る農地転用面
積

事業所数

中小企業数

小売店数 ○

商工費

労働費

農家数

農業産出額

農業費 ○

農地費 ○

農林水産施設災害復旧費

部門 説明変数候補 H30採用

土木 住民基本台帳人口

住民基本台帳世帯数

昼間人口 ○

総面積

可住地面積

市町村道実延長 ○

道路橋りょう費

都市計画費 ○

公共土木施設災害復旧費

都市公園数 ○

公営住宅戸数 ○

【第10次定員モデル説明変数候補（一般市分（２／２））】
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第11次定員モデルの改定等にあたっての論点（案）

部門 説明変数候補 H30採用

議会・総務 住民基本台帳人口

住民基本台帳世帯数 ○

第１次産業就業者数 ○

第２次産業就業者数 ○

第３次産業就業者数

人口の社会増減（グロス） ○

人口の自然増減（グロス）

総面積

可住地面積

標準財政規模 ○

税務 住民基本台帳人口

住民基本台帳世帯数 ○

総面積

可住地面積

事業所数 ○

市民税納税義務者数

軽自動車数 ○

固定資産税納税義務者
数（土地） ○

民生 住民基本台帳人口

住民基本台帳世帯数

０～４歳の人口 ○

65歳以上の人口 ○

総面積

部門 説明変数候補 H30採用

民生 社会福祉施設等数（公
営） ○

保育所数（公営） ○

保育所在所児数（公営）

衛生 住民基本台帳人口

住民基本台帳世帯数

第１次産業就業者

第２次産業就業者 ○

第３次産業就業者

０～４歳の人口

６５歳以上の人口 ○

総面積 ○

衛生費 ○

ごみ収集量

直営ごみ収集量 ○

し尿収集量

直営し尿収集量

可燃ごみ収集委託率

経済 住民基本台帳人口

第１次産業就業者数 ○

第２次産業就業者数

第３次産業就業者数

総面積 ○

経営耕地面積

部門 説明変数候補 H30採用

経済 許可・届出に係る農地転用
面積

事業所数

中小企業数

小売店数

商工費 ○

労働費

農家数 ○

農業産出額

農業費 ○

農地費

農林水産施設災害復旧費

土木 住民基本台帳人口

住民基本台帳世帯数

昼間人口 ○

総面積

可住地面積

市町村道実延長

道路橋りょう費 ○

都市計画費

公共土木施設災害復旧費 ○

都市公園数 ○

公営住宅戸数 ○

（注）
各種統計データについて、都道府県別のデータはあっても市町村別データはないものが多い点にも留意

【第10次定員モデル説明変数候補（町村分）】
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第11次定員モデルの改定等にあたっての論点（案）

〇令和７年度研究会において、定員モデルの活用事例を総務省ホームページで発信してはどうか、との意見があり、
実際に定員モデルを活用し、自団体の定員管理の現状を分析している事例等を総務省ホームページに掲載した。

→今年度も、本研究会で扱った事例を中心に事例集の更新を行い、総務省ホームページで情報提供する。

④ 定員モデルのさらなる活用に向けた情報提供方法の充実

〇令和６年度研究会において、試算職員数と実職員数との乖離に一定の傾向があれば、
その傾向等を示すことで、各団体が分析する際のヒントになるのではないか、との
意見があった。

〇令和６年度に改定した道府県モデルによる試算職員数と差が発生すると考えられる
要因について、昨年度、人事課ヒアリングを通して自治体に聞き取り、研究会
報告書に掲載した。

→今年度も、昨年度改定したモデル（指定都市、中核市及び施行時特例市）
による試算職員数と差が発生すると考えられる要因について、指定都市・県市町村課にヒアリングし、各団体に情報提供する。

増要因 減要因

観光を重要産業として位置

づけていることによる影響

（オーバーツーリズム対応

など含む）

観光関連業務（広報

等）に関する業務の外

部委託化による影響

定員モデルと差が発生すると考えられる要因
（令和７年度に総務省が地方公共団体から聴取した内容）

＜例：商工・労働部門（抜粋）＞
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〇試算職員数と実職員数の差について、自団体の乖離状況が他団体と比較してどの程度の水準にあるのか把握できるよう、令和６年
度から、部門ごとに乖離状況をグラフ化することとした。

→今年度も、定員モデルの乖離状況グラフ（参考２、p.24参照）を作成して情報提供する。

⑤ 道府県モデル、指定都市モデル等における説明変数の統計的有意水準の到達状況の検証

〇令和６年度研究会において、改定した定員モデルについては、今後、事務局が毎年統計データを最新のものに時点更新し、各説明
変数の係数の変化（統計的有意水準への到達状況）を検証することとした。

→令和６年度～７年度に改定した定員モデルについて、各説明変数が統計的有意水準に到達しているか検証し、到達しない説明変数
があった際は、説明変数自体の見直しも含め本研究会で検討する。



第11次定員モデルの改定等にあたっての論点（案）
２ 定員回帰指標改定関係

① 外れ値団体も含めた定員回帰指標作成の検討

② 定員回帰指標の試行的見直し（産業構造の追加）

〇昨年の研究会において、定員管理の参考指標として「類似団体別職員数の状況」が最も活用されている現状を踏まえ、現行の
定員回帰指標の説明変数（人口及び面積）に、第２次産業就業者の割合及び第３次産業就業者の割合を追加し、定員回帰指標の
改善を図ることができないか、との意見があった。

〇昨年改定した定員回帰指標（指定都市分、中核市分、施行時特例市分）では統計的に有意な結果が得られなかった。
→今年度の定員回帰指標の改定（一般市分、町村分）においても、引き続き検討する。

〇第10次定員回帰指標（平成30年度改定）においては、各団体区分の人口及び面積ごとに、その平均値から標準偏差の３倍離れた
値の団体については、算定対象団体から除外
※一般市21団体（人口23万8,439人以上の８団体及び面積1,067㎢以上の13団体）、
町村36団体（人口4万1,833人以上の16団体及び面積764㎢以上の20団体）を外れ値団体とした。

→定員モデルと同様に、外れ値団体を含めた定員回帰指標の作成について検討する。

区分 回帰方程式のR2
各係数のｔ値

第２次産業就業者の割合 第３次産業就業者の割合

指定都市
一般行政 0.9278 1.23 1.08 

普通会計 0.9695 1.02 0.87 

中核市
一般行政 0.8951 0.38 0.16 

普通会計 0.8410 0.85 0.82 

施行時特例市
一般行政 0.8011 -0.71 -0.56 

普通会計 0.6706 0.40 0.27 

※第２次産業就業者の割合及び第３次産業就業者の割合は令和２年国勢調査を使用。
※ｔ値の絶対値が１未満である場合は統計的に有意でないとされている。

第２次産業業就業者の割合及び第３次産業就業者の割合を追加したモデルの検証結果
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参考１ 地方公共団体における定員管理の現状

参 考 資 料
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参考２ 各参考指標の概要
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定員回帰指標について

施行時特例市における人口及び面積と職員数の相関イメージ

（面積）

（住民基本台帳人口）

（職員数）

算式例：
Ｙ（施行時特例市における一般行政部門職員数）
＝３．９Ｘ1 ＋ ０．５３Ｘ2  ＋ １０

（住基人口） （面積） （一定値）

算式・・・３次元の空間に分布している職員数を表す点と
最も距離が短くなる線（面）を描いた場合の算式

↓
団体区分における平均的な職員数を表した算式

定員回帰指標･･･人口と面積を用いて、 多重回帰分析により、それぞれの団体における平均的な
職員数を算出する算式（回帰方程式）。
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「類似団体別職員数の状況」について

【概要】
○類型：指定都市､中核市､施行時特例市､特別区、一般市（16類型※）、

町村（15類型※）
※一般市及び町村は人口と産業構造（産業別就業人口の構成比）を基準に
右表のとおりグループ分け。

○手法：各類型の人口１万当たりの職員数を加重平均により算出し、
指数化

「類似団体別職員数の状況」･･･人口と産業構造（産業別就業人口の構成比）から類似する団体を
グループに分け、そのグループ内での人口１万当たりの職員数の

                                          平均値（加重平均値）を算出するもの。

①単純値：
中部門以上の部門別の人口１万当たりの職員数の平均値
（中部門又は小部門に職員が配置されていない団体について考慮することなく集計して算出）

②修正値：
中部門又は小部門に職員を配置している団体のみを対象とした
人口１万当たりの職員数の平均値

類似団体（一般市、町村）のグループ分け
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参考３ 参考指標の活用状況等調査結果（令和６年度実施）
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参考指標の活用状況等調査（調査概要）

○調査目的
各地方公共団体における、近年の定員管理の参考指標（定員モデル、定員回帰指標、「類似団体別職員数の状況」）
の活用状況等を把握するため。

○調査対象
全ての道府県（46団体）、指定都市（20団体）、市区町村（1,721団体）※
※定員モデルは特別区を除く

○調査時期
令和６年６月～７月

○調査方法
アンケート形式

○調査内容
参考指標の活用状況、具体的な活用内容、活用していない理由等（選択式及び自由記述）

調査概要
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参考４ 地方公共団体における定員モデルの活用事例紹介
（令和８年３月16日付更新版）
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目次
【都道府県】
長野県・・・・・・・・・・・・3

【指定都市】
神奈川県相模原市・・・・・・・4

【中核市、施行時特例市】
福島県いわき市・・・・・・・・5
新潟県上越市・・・・・・・・・6

【一般市、町村】
山形県鶴岡市・・・・・・・・・7
千葉県茂原市・・・・・・・・・8
滋賀県栗東市・・・・・・・・・9
山口県山口市・・・・・・・・ 10
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活用事例紹介について
定員モデルを含む定員管理の参考指標は、各地方公

共団体における “あるべき水準“ としての “正しい” 職
員数を示すものではなく、類似する地方公共団体間の
職員数の状況を客観的に比較することが可能な統計的
指標です。
特に定員モデルは、複数の統計データを活用するこ

とで一定程度詳細に、地方公共団体の特殊事情を反映
させた試算職員数を算出できるとともに、部門ごとに
試算職員数と実職員数を比較し、職員配置を検討する
際の“気づき”のために活用することができます。

（注）
掲載内容は各地方公共団体における公表状況の変更等に
より、その都度更新します。
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「令和６年度地方公共団体定員管理研究会（第２回）事例発表資料」より抜粋（以下の図表を長野県行政機構審議会の資料として活用。）
長野県
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「令和７年度地方公共団体定員管理研究会（第２回）事例発表資料」より抜粋
神奈川県相模原市
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「第４次上越市定員管理計画（令和５年度～令和12年度）」より抜粋
新潟県上越市
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「第４次鶴岡市定員適正化計画（令和４年３月）」より抜粋
山形県鶴岡市
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千葉県茂原市
「茂原市定員管理計画（令和６年度～令和10年度）」より抜粋
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「第２次栗東市定員管理計画（令和５年度～令和９年度）」より抜粋
滋賀県栗東市
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山口市の「定員管理計画（令和５年度～令和９年度）」より抜粋
山口県山口市


